
１　議案審議概況

　　　　　　　　　　　　　　　　【概　観】

　今国会内閣から提出された議案は27件であり、すべて成立した。内訳は、予

算が３件、閣法は17件、条約が７件であった。

　衆法は、今国会新たに22件が提出され６件が成立し、12件が継続審査となっ

た。

　今国会新たに提出された参法はなく、衆議院で継続中の法案１件が成立し

た。

　衆議院において継続中の予備費12件及び決算調整資金２件が今国会是認さ

れ、参議院に送付された後、本院においても是認された。

　また、平成５年度NHK決算を是認した。

　なお、本会議決議案が２件提出されたが、いずれも撤回された。

　　　　　　　　　　　　　【議案の審議状況】

　〔予算の審議〕

　平成７年度第２次補正予算は、景気回復のための経済対策等を盛り込んだも

のであり、10月４日に提出され、10月18日に成立した。

　〔法律案の審議〕

　法律案の審議であるが、閣法17件の内訳は、補正予算関連法律案が７件（う

ち１件は防災対策関連）、給与法関連法律案が５件、防災対策関連法律案が２

件、その他の法律案が３件である。

　衆法22件の内訳は、委員長提出法律案が３件、与野党共同提案のものが１

件、与党案が２件、野党案が16件であった。

―閣法―

　まず成立した主な閣法は、自衛官を国際公務員として国際機関に派遣できる

ようにするための措置を講じようとする国際機関等に派遣される防衛庁の職員

の処遇等に関する法律案（10月20日成立、以下括弧内は成立日）、新分野への

進出を目指す中小企業を支援するため、新規開業に伴う労務管理の整備に対す

る支援事業を実施するための措置を講じようとする中小企業における労働力の

確保のための雇用管理の改善の促進に関する法律の一部を改正する法律案

　（10月25日）、新規事業活動を促進するため、基盤となる施設の整備の促進等

の措置を講じようとする新たな事業活動の促進のための関係法律の整備に関す

る法律案（10月25日）、株式市場の活性化のため上場会社等が株式の利益消

却を行った場合のみなし配当課税について特例措置を講じようとする租税特別

措置法の一部を改正する法律案（11月10日）、災害対策の強化を図るため、災



害対策のための組織の充実、緊急災害対策本部長等の権限の強化、災害派遣を

命ぜられた部隊等の自衛官への権限の付与等の措置を講じようとし、衆議院に

おいて自衛隊に対する災害派遣の要請を被災市長村長も行うことができる旨等

の修正が行われた災害対策基本法及び大規模地震対策特別措置法の一部を改正

する法律案（12月１日）、宗教法人をめぐる社会状況及び宗教法人の実態の変

化に対応し、宗教法人の所轄庁を都道府県から国への移管、認証後の活動状況

を所轄庁へ報告する制度の導入、財務関係について信者等への情報開示及び質

問権の付与等の措置を講じようとする宗教法人法の一部を改正する法律案

　（12月８日）等がある。

　―衆法―

　衆法は、科学技術の振興に関する施策の基本となる事項を定め、総合的かつ

計画的に推進することによりわが国の経済社会の発展と国民の福祉の向上に寄

与するための措置を講じようとする科学技術基本法案（11月８日）、連合国占

領軍に接収された刀剣類で、現に東京国立博物館に保管されているものの処理

について必要な事項を定めようとする接収刀剣類の処理に関する法律案（12月

１日）、衆議院議員の選挙の投票方法を記号式から自書式に改めようとする公

職選挙法の一部を改正する法律案（12月13日）、政党交付金の交付について、

その年分として各政党に対して交付すべき交付金の交付限度額を当該政党の前

年における収入総額の３分の２相当額とする制度を廃止しようとする政党助成

法の一部を改正する法律案（12月13日）、全国労働者共済生活共同組合連合会

　（全労済）が自動車損害賠償責任共済（責任共済）の事業を行うことができる

ようにするほか、共同プール事務及び組合の参入基準等を定めようとする自動

車損害賠償保障法の一部を改正する法律案（12月13日）等がある。

―参法―

　参法は、新たに今国会提出された法律案はなかったものの、第132回国会で

国民生活に関する調査会長により提出され、衆議院において継続していた高齢

社会対策基本法案（11月８日）が今国会成立した。

　〔条約の審議〕

　条約のうち成立した主なものは、今年度末で期限切れとなる在日米軍駐留経

費の日本側負担に関する特別協定について、2001年度まで効力を有するとする

とともに訓練を他の施設で行おうとする場合に必要となる経費を負担すること

の規定を追加しようとする日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全

保障条約第６条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位

に関する協定第24条についての新たな特別の措置に関する日本国とアメリカ合

衆国との間の協定の締結について承認を求めるの件（11月10日）、締約国が人



権及び基本的自由の平等な享有を確保するため、あらゆる形態の人種差別を撤

廃する政策等をすべての適当な方法により遅滞なくとることを主な内容とし、

この条約中の人種的優越または憎悪に基づくあらゆる思想の流布、人種差別の

扇動等の処罰の規定について留保を付したあらゆる形態の人種差別の撤廃に関

する国際条約の締結について承認を求めるの件（12月１日）等がある。

２　議案件数表
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